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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
(平成30年１月１日から平成30年12月31日まで)

株式会社倉元製作所

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款の規定に基づき、当社ウ

ェブサイト（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載することにより株主のみなさまに提供し

ております。

表紙
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社グループは、前連結会計年度までに４期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しております。

　前連結会計年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化等によるコスト削減を推し進めると

ともに、新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売

却による借入債務の圧縮を実行いたしました。しかし、当連結会計年度においては、コスト

削減等の効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失207百万円、

経常損失293百万円を計上するとともに、親会社株主に帰属する当期純損失293百万円を計上

するに至っております。また、自己資本は54百万円の債務超過となり依然として厳しい状況

で推移しております。

　このような状況を受け、当社は、平成30年12月末から平成31年３月末までの借入金の返済

を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって

期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しております。これらにより、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社グループは当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下

の諸施策を実施しております。

①既存のガラス基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化すると

ともに、受注拡大に向けた試作開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した

新規ビジネスを展開してまいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、そ

の有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに挑んでまいります。さらに、長期的に

は他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分

野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理

業務の効率化を図り固定費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規

模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び人員配置の見直しを機動的に実施し

てまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力して

まいります。設備投資については投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、

初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコス

トを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる方法を検討し

てまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向

け、資金を最大限に活用してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、

現状においては厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断して

おります。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう協議を進め

てまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められます。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提

に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類には反映しておりません。

－ 1 －

連結注記表
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２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社倉元マシナリー

② 非連結子会社の状況

非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用の関連会社数

持分法適用の関連会社はありません。

－ 2 －

連結注記表
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(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．たな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～41年

機械装置及び運搬具　４年～14年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

－ 3 －
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 502,318千円

機械装置及び運搬具 13,341千円

土地 928,650千円

計 1,444,309千円

　上記の物件に対応する債務

短期借入金 1,851,363千円

長期借入金 244,369千円

計 2,095,733千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 20,815,626千円

(3) 受取手形割引高 198,806千円

(4) 連結会計年度末日満期手形の処理について

　連結会計年度末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したが

って、当連結会計年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり連結会計年度末日満期手形

が当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 7,943千円

支払手形 8,898千円

－ 4 －

連結注記表
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 16,143,170株 －株 －株 16,143,170株

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループ各社の与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を決算期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有するものであり、定期的に時価を把握しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達であります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

－ 5 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
(※1)

時価
(※1)

差額

① 現金及び預金 155,989 155,989 －

② 受取手形及び売掛金 370,867 370,867 －

③ 投資有価証券

 その他有価証券 13,973 13,973 －

④ 支払手形及び買掛金 (55,761) (55,761) －

⑤ 短期借入金 (2,087,498) (2,087,498) －

⑥ 未払金 (91,393) (91,393) －

⑦ 長期借入金(※2) (267,341) (267,341) －

　(※1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

　(※2) 長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

① 現金及び預金、並びに② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

③ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 短期借入金、並びに⑥ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

⑦ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想

定される利率で割り引いた金額とほぼ等しいと想定されることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額1,507千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「③ 投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 △3円37銭

(2) １株当たり当期純損失 18円20銭

－ 6 －

連結注記表
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７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

８．その他の注記

　該当事項はありません。

－ 7 －

連結注記表
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社は、前事業年度までに４期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しておりま

す。

　前事業年度までに三重工場の閉鎖、人員の合理化等によるコスト削減を推し進めるととも

に、新商品開発事業の売却による損失の最小化、三重工場及び桃生工場等の遊休資産売却に

よる借入債務の圧縮を実行いたしました。しかし、当事業年度においては、コスト削減等の

効果は現れてはいるものの、売上高が低調に推移したため、営業損失198百万円、経常損失

290百万円を計上するとともに、当期純損失290百万円を計上するに至っております。また、

自己資本は55百万円の債務超過となり依然として厳しい状況で推移しております。

　このような状況を受け、当社は、平成30年12月末から平成31年３月末までの借入金の返済

を猶予することについて全取引金融機関から同意を得ておりますが、取引金融機関によって

期限の利益の確保が短期にとどまっている状況が継続しております。これらにより、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　そこで、当社は当該状況を解消し、早期の収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策

を実施しております。

①既存のガラス基板事業については、顧客ニーズを深耕するための営業活動を強化すると

ともに、受注拡大に向けた試作開発を行い、売上の増加に繋げてまいります。

②新たな収益源の確保を目的に既存事業の拡大を図りながら、既存技術・設備を活用した

新規ビジネスを展開してまいります。また、中期的には当社保有技術を応用拡張し、そ

の有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに挑んでまいります。さらに、長期的に

は他分野での事業展開を行う上でのパートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分

野での検討を進めてまいります。

③徹底した製造工程分析を更に推し進め、変動費を一層削減してまいります。また、管理

業務の効率化を図り固定費削減・コスト管理の強化をしてまいります。さらに、事業規

模に応じた経営の効率化を図るため組織体制及び人員配置の見直しを機動的に実施し

てまいります。

④生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力して

まいります。設備投資については投資後も減価償却、保全、改良等が必要となるため、

初期投資以外の設備維持のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコス

トを削減しながら設備寿命を延ばし、結果として設備稼働の向上をさせる方法を検討し

てまいります。

⑤事業規模に応じた効率的なコスト削減に取り組み、運転資金の安定的な確保・維持に向

け、資金を最大限に活用してまいります。取引金融機関からのご支援・ご協力により、

現状においては厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断して

おります。なお、取引金融機関に対しては引き続きご支援をいただけるよう協議を進め

てまいります。

⑥資本・パートナー政策の検討を推し進め、経営再建を確たるものとしてまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められます。

　なお、計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に関

する重要な不確実性の影響を計算書類には反映しておりません。

－ 8 －

個別注記表
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２．重要な会計方針に係る事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ア.子会社株式　　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

イ.その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　　　　　　　　　　 定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　18～31年

機械及び装置　４～14年

② 無形固定資産　　　　　　　　　　 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年
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(3)引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 退職給付引当金　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び

退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

② その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

３．表示方法の変更

　前事業年度において「無形固定資産　その他」に含めておりましたソフトウエア仮勘定（前

事業年度は16,723千円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記

しております。

－ 10 －
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 399,933千円

構築物 6,852千円

機械及び装置 13,341千円

土地 835,622千円

計 1,255,749千円

また、上記の他に関係会社の土地、建物を担保に供しております。

上記の物件に対応する債務

短期借入金 1,851,363千円

長期借入金 244,369千円

計 2,095,733千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 20,624,533千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

① 長期金銭債権 433,839千円

② 短期金銭債務 66千円

(4) 受取手形割引高 198,806千円

(5) 期末日満期手形の処理について

　期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり期末日満期手形が当事業年度末残高に含ま

れております。

受取手形 6,540千円

支払手形 8,898千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 営業費用 2,283千円

(2) 営業取引以外の取引高 193千円

(3) 固定資産の購入高 28,414千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 880株 －株 －株 880株

７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 12,909千円

減価償却の償却超過額 256,575千円

減損損失 683,192千円

退職給付引当金 4,642千円

貸倒引当金 44,737千円

投資有価証券評価損 13,616千円

関係会社株式評価損 74,290千円

繰越欠損金 1,629,548千円

その他 4,760千円

繰延税金資産小計 2,724,273千円

評価性引当額 △2,724,273千円

繰延税金資産合計 －千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種類
会社等の
名称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱倉元マ
シナリー

宮城県

名取市
22,000

産業用機械
の製造販売

所有
直接
73.5

兼任３名

製造設備の
購入
資金の援助
(注)２．
担保被提供

修繕部材等
の購入
(注)３.

2,283

未払金 66
製造設備の
購入
(注)３.

28,414

― －
投資その他
の資産(そ
の他)
(注)４．

433,839

当社の借入
金に対する
土地・建物の
担保被提供

200,000 － －

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

３．取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様に両者間の交渉により決定しており、支払条件も一般の取引先と同

様であります。

４．子会社に対する債権のうち貸倒懸念債権に対して110,252千円の貸倒引当金、5,584千円の貸倒引当金繰入額を計

上しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 △3円43銭

(2) １株当たり当期純損失 18円02銭

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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